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Q 1 : Q 1 : 第３四半期業績のポイントは第３四半期業績のポイントは？？

Q 2 : Q 2 : 貸出金利更改の状況は？貸出金利更改の状況は？

Q 3 : Q 3 : 企業基盤強化の進捗状況は？企業基盤強化の進捗状況は？

Q Q 4 4 :: SMFGSMFGにおける「イノベーション」とは？における「イノベーション」とは？

Q Q 5 5 : : コンシューマー・ファイナンスにおける今後の方針は？コンシューマー・ファイナンスにおける今後の方針は？
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Q 1 :  Q 1 :  第３四半期第３四半期業績業績のポイントのポイントは？は？
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(10億円)

(170)(170)(100)60.7 60.7 (54.1)与信関係費用

1,540 1,540 1,445 (196.6)(196.6)948.6 業務粗利益

---(177.8) (177.8) 1,367.2 連結粗利益

[SMFG連結]

460 460 460 (160.2)(160.2)303.5 当期純利益

940 940 845 (207.0)(207.0)499.4 業務純益*1

経常利益

[SMBC単体]

当期純利益

経常利益

780 780 760 (159.6)(159.6)440.9 

(203.6) (203.6) 

(184.6) (184.6) 

前年同期比
増減

570 

950 

2006年度

業績予想*2

396.1 

604.1 

2006年度
第3四半期

570 570 

2006年度

当初業績予想*3

1,010 1,010 

*1 一般貸倒引当金繰入前 *2 2006年11月22日公表 *3 2006年5月23日公表

A1A1--1:1: 三井住友銀行市場営業部門の減益等の要因によりトップラインが三井住友銀行市場営業部門の減益等の要因によりトップラインが
減少した一方、与信関係費用も減少、連結純利益は減少した一方、与信関係費用も減少、連結純利益は3,9613,961億円。億円。
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((注記のないものは注記のないものはSMFGSMFG連結ベース連結ベース))

第3四半期増減要因 （9ヶ月間）第3四半期増減要因 （9ヶ月間）

*1  SMBC単体ベース
*2  預貸金収支 = 貸出金利息 (有価証券利息配当金は含まず） – 預金利息

四半期預貸金収支*2四半期預貸金収支*2

(10億円)

(10億円)

1,281
1,171 1,162

852 834

2003 04 05 06年度

通期 第3四半期

資金利益資金利益

(10億円)

852
834

119

135

35

32

20
05

年
度

第
3四

半
期

貸
出

金
利

息

有
価

証
券

利
息

配
当

金

預
金

利
息

そ
の

他

20
06

年
度

第
3四

半
期

(        )

(        )

238 236 238 236 229 222
245

1Q 05 2Q 05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06

貸出金残高*1貸出金残高*1

(兆円)

50.8 50.1
51.9

53.9 54.9

2004/3 05/3 06/3 06/9 06/12末

A1A1--22:  :  資金利益は前年同期比微減ながら、預貸金収支は増勢に。資金利益は前年同期比微減ながら、預貸金収支は増勢に。
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三井住友銀行における前年同期比較三井住友銀行における前年同期比較役務取引等利益役務取引等利益

424

516

620

431 434

2003年度 04 05 06年度

通期 第3四半期

(10億円)

A1A1--3:  3:  役務取引等利益は前年並み。役務取引等利益は前年並み。

投資信託

個人年金保険

証券仲介

シンジケーション

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｽ

＜主な項目＞ ＜増減イメージ＞

05年度3Q（9ヶ月間） 06年度3Q（同左）

248                                 245

(10億円)

[SMBC[SMBC単体ベース単体ベース]][SMFG[SMFG連結ベース連結ベース]]
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特定取引利益 + その他業務利益
(除く国債等債券損益)

特定取引利益 + その他業務利益
(除く国債等債券損益)

特定取引利益

+ その他業務利益

特定取引利益

+ その他業務利益

(10億円)
364

335

300

255

97

2003年度 04 05 06年度

通期 第3四半期

247
271

233

102

175

2003年度 04 05 06年度

通期 第3四半期

国債等債券損益国債等債券損益

23

(22)
(10)

(60)

18

2003年度 04 05 06年度

通期 第3四半期

[SMBC[SMBC単体ベース単体ベース]][SMBC[SMBC単体ベース単体ベース]][SMFG[SMFG連結ベース連結ベース]]

(10億円) (10億円)

A1A1--44:  :  債券ポートフォリオのリスク削減に伴う損失計上と、デリバティブ商品債券ポートフォリオのリスク削減に伴う損失計上と、デリバティブ商品

販売停止の影響により、「特定取引利益＋その他業務利益」は減益。販売停止の影響により、「特定取引利益＋その他業務利益」は減益。
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0.8
1.0

1.8

2.8

5.0%

3.3%

1.4%
1.7%

2004/3 2005/3 2006/3 2006/12

不良債権残高（兆円）

不良債権比率

不良債権残高/ 比率*1不良債権残高/ 比率*1

*1  不良債権比率 ＝ 金融再生法開示債権残高（除く正常債権）／総与信
*2  保全率＝ (担保・保証等により回収可能部分＋個別貸倒引当金＋要管理債権に対する一般貸倒引当金) / 金融再生法開示債権（除く正常債権）

保全率*2 2006/3
91.0%

2006/9
87.5%

与信関係費用与信関係費用

803.4

230.9

100

954.8

54.1114.8
0

200

400

600

800

1,000

2003年度 04 05 06年度

通期 第3四半期

(10億円)

総与信末残

56兆円 55兆円 57兆円
60.5兆円

(2006/12末)

(2006年度予想)

A1A1--55: : 与信関係費用および不良債権残高与信関係費用および不良債権残高/ / 比率は着実に低下。比率は着実に低下。

((SMSMBCBC単体ベース単体ベース))
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Q 2 :  Q 2 :  貸出金利更改の状況は？貸出金利更改の状況は？
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（三井住友銀行単体ベース）（三井住友銀行単体ベース）

短期金利上昇の影響 （概念図）

更改前 更改後

流
動

性
預

金
市

場
金

利
／

プ
ラ

イ
ム

レ
ー

ト
連

動
型

貸
出

流動性預金利鞘
（行内管理ベース）

資金調達費用
（財務ベース）

流動性預金の
平均金利

仕切レート
（TIBOR/LIBOR等）

貸出金利鞘収益
（行内管理ベース）

資金運用収益
（財務ベース）

平均貸出金利

仕切レート
（TIBOR/LIBOR等）

金利更改に
タイムラグあり

比較的早期に
金利更改

A2: A2: 昨年昨年77月のゼロ金利解除を受けた貸出金利の更改は着実に進捗。月のゼロ金利解除を受けた貸出金利の更改は着実に進捗。

一方、貸出利鞘は若干低下。一方、貸出利鞘は若干低下。

国内貸出種類別の貸出金利更改状況

（単位：兆円、％）

国内貸出の期中平均残高・利鞘 （行内管理ベース）

(0.04)(0.04)1.691.69+0.4+0.414.814.8個人部門

企業金融部門

法人部門

(0.08)(0.08)0.67 0.67 +0.1+0.19.89.8

(0.11)(0.11)1.44 1.44 0.00.021.1 21.1 

前年
同期比

06年度
上期

前年
同期比

06年度
上期

平均利鞘（％）平均残高（兆円）

(0.01)(0.01)

+0.01+0.01

+0.06+0.06

06/3末
→06/6末

+0.19+0.191010ﾌﾟﾗｲﾑ貸出

06/3末
→06/9末

06/9末残

住宅ﾛｰﾝ等（ﾌﾟﾗｲﾑ連動）

ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸出 １年以内

(0.02)(0.02)77

+0.22+0.221919

（兆円）
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A
L
M

A. 金利感応度が

高い資産・負債

B. 金利感応度が

低い資産・負債

C. 市場性

資産・負債

*1 短プラ ：短期プライムレート

*2 ベーシス効果 ：ベーシス効果は、短期プライムレートのリプライシングのタイミングや変化幅がTIBORのリプライシングと異なる場合に起こる。

  スプレッド効果はTIBOR・預金金利間のスプレッドが、金利上昇期に拡大することによって起こる。

（三井住友銀行行内管理ベース）

-
ｸﾚｼﾞｯﾄｽﾌﾟﾚｯﾄﾞに

変化がないと
仮定すれば
ニュートラル

スプレッド効果
（TIBOR -

定期預金金利）

-
固定金利貸出の

金利リスクは
ヘッジされて
いると仮定

円債ポートフォリオの構成次第-

スプレッド効果
（TIBOR -

流動性預金金利）

資金利益の増減見込

貸出・債券 預金

ベーシス効果
*2

(短プラ*1

 - TIBOR)

国内貸出 47 国内預金 61

変動金利貸出
(市場金利連動型：

LIBOR/TIBOR)
定期預金 17

流動性預金
40

ﾘﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ期間が
1年以上の貸出

その他 4

円債
ポートフォリオ

市
場

営
業

部
門

（
A

LM
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

）

15

変動金利貸出

(短プラ
*1)

預金

B/S抜粋（06年3月末現在、単位：兆円）

貸出・債券

＜ご参考＞短期金利の上昇と資金利益への影響＜ご参考＞短期金利の上昇と資金利益への影響 （概念図）（概念図）
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Q Q ３３ :  :  企業基盤強化の進捗状況は？企業基盤強化の進捗状況は？
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0.9

1.6

1.0 1.047.6%

21.6%
26.0%

21.9%

2005/3 2006/3 2006/9 2006/12

繰延税金資産（兆円）

繰延税金資産／Tier I

繰延税金資産繰延税金資産

69.4
67.9

65.3

60.6

5.38%

7.11%

5.50% 5.68%

9.94%

12.39%

10.46%10.07%

2005/3 2006/3 2006/9 2006/12

リスクアセット（兆円）

Tier I 比率
自己資本比率

自己資本比率自己資本比率

希薄化を回避しつつ、
2006年10月に

公的資金を完済。

前向きな事業成長をサポート
するべく、2006年12月に、
希薄化を伴わないTier I
資本調達を実施、資本基盤
を一段と強化 。

2006年度の普通株式一株
当たり配当予想を、4,000円
から7,000円に上方修正。

資本政策の進展資本政策の進展

A3A3--1: 1: 公的資金の完済、公的資金の完済、TierITierI資本調達（優先出資証券の発行）等により、資本調達（優先出資証券の発行）等により、
財務基盤を一段と強化。自己資本比率は財務基盤を一段と強化。自己資本比率は1010％台半ばを確保。％台半ばを確保。
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「「お客さまお客さま本位本位のの意識」定着に意識」定着に

向けた施策向けた施策

・「お客さまの声」への対応・「お客さまの声」への対応

・業績評価方法、研修方法・業績評価方法、研修方法

の改定の改定

組
織
面

運
用
面

経営会議役員を構成員とした、

「CS・品質向上委員会」を毎月開催し

品質向上施策を討議（SMBC）

品質管理部設置（SMBC）

業務管理委員会設置（SMBC）
（外部有識者を招聘）

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部門設置（SMBC）

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ統括ｵﾌｨｻｰ設置（SMBC）

ｸﾞﾙｰﾌﾟ業務管理室設置（SMFG）

CCFアクションプラン
Customer Comes First, Compliance Comes First

商品・サービス販売等の商品・サービス販売等の

定期的・継続的見直し定期的・継続的見直し

・お客さまの声の分析に基づく・お客さまの声の分析に基づく

見直し見直し

・本部・営業店による評価・見直し・本部・営業店による評価・見直し

業務計画、業務推進方法の業務計画、業務推進方法の
見直し見直し

・・「適正営業指針」の制定「適正営業指針」の制定

・業務計画策定方法の見直し・業務計画策定方法の見直し

A3A3--2:  2:  コンプライアンス重視、お客さま本位のアクションプラン実施により、コンプライアンス重視、お客さま本位のアクションプラン実施により、

持続的成長を支える基盤を着実に強化。持続的成長を支える基盤を着実に強化。

リスク管理の高度化 （バーゼルⅡ対応）金融商品取引法対応

CS・品質向上コンプライアンス強化
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Q Q ４４ :: SMFGSMFGにおける「イノベーション」とはにおける「イノベーション」とは？？



15

個人ビジネス 法人ビジネス

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク

ア
ラ
イ
ア
ン
ス

コンシューマー・

ファイナンス

クレジットカード

インターネット

バンキング

来店型

保険代理店事業

資産運用

ビジネス

住宅ローン

オープン・アーキテクチャー

SMBCｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ/ ｵﾌｨｽ

ファンドラップ

超長期固定金利型住宅ローン

三大疾病保障付住宅ローン

ネットdeホーム

プロミス

NTTドコモ

ヤフー

三井生命 住友生命

ストラクチャード・ファイナンス

住友商事グループ

住商リース

住商オートリース

A4A4--1:  1:  オーガニック、アライアンスの両面で、戦略分野において先進的なオーガニック、アライアンスの両面で、戦略分野において先進的な

ビジネスモデルを構築するとともに、スピーディーに収益事業化。ビジネスモデルを構築するとともに、スピーディーに収益事業化。

中小企業向け

無担保貸出

大企業・海外

ビジネス

投資銀行

ビジネス

リース

オートリース

ビジネスセレクトローン

SMBC-クレセルローン

Vファンド

シンジケート・ローン

大和証券グループ

大和証券SMBC

ｴﾇ･ｱｲ･ｴﾌSMBCﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ
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A4A4--1 1 （事例①）：（事例①）： 個人向けコンサルティング個人向けコンサルティング （資産運用ビジネス、住宅ローン）（資産運用ビジネス、住宅ローン）
～顧客ニーズに対応した先進的商品をいち早く導入。～顧客ニーズに対応した先進的商品をいち早く導入。

投資信託

個人年金保険

５３ファンド
国内債券３、国内株式１８、
海外債券９、海外株式１１、
バランス５、 外国投信７

１１商品

運用商品
外貨預金６（定期預金等）
特約付定期預金４ 等

ローン商品

証券仲介
売出外債２（世界銀行債等）
既発外債６（米国等国債）
仕組債１４

＜委託元証券会社＞
＜投資一任業者＞

SMBCフレンド証券

* 「2006年日経優秀製品・サービス賞 最優秀賞」受賞。
2006年8月、保障対象に5つの慢性疾患を加え、名称を「三大疾病ワイド保障型＋5」に変更。

一時払終身保険 ８商品

変動/固定金利型住宅ローン
超長期固定金利型住宅ローン
三大疾病保障付住宅ローン*

アパートローン 等

仕
入
商
品

自
社
開
発
商
品

オ
ー
プ
ン
・

ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
ー

大手行として

初めて取扱い

1998年
12月～

＜仕入先＞

２０社

８社

４社

投資顧問ｻｰﾋﾞｽ ファンドラップ 2007年1月～

2005年10月～

（2007年1月末現在、三井住友銀行における取扱商品）
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顧客セグメント チャネル

支店

ローンプラザ

PB営業部

SMBC
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ

マス層

資産形成層

資産運用層 ブロック

PB層

リモートチャネル

SMBC
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｵﾌｨｽ

ネットバンキング

拡大するインターネット取引ニーズに対応

住宅ローン、投資信託等にも対応

コンサルティング専門拠点

プラザ/オフィス合計で86拠点*まで拡大

顧客の生活動線にマッチした場所・時間帯

平日夜間・休日にも営業

SMBCｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ / ｵﾌｨｽ

A4A4--1 1 （事例①）：（事例①）： 個人向けコンサルティング個人向けコンサルティング （資産運用ビジネス、住宅ローン）（資産運用ビジネス、住宅ローン）
～顧客の行動特性に合致したチャネルネットワークを展開。～顧客の行動特性に合致したチャネルネットワークを展開。

2004年3月～

＜拠点数*＞

* 2007年1月末現在

2

35

112

408

67

19
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9.7 10.0 9.9

0.6

0.8 1.2

6

9

12

04/3 04/9 05/3 05/9 06/3 06/9

証券化残高

期末残高

住宅ローン残高*

*自己居住用

～～～ ～～～ ～～～ ～～～ ～～～ ～～～ ～～～ ～～～ ～～～ ～～～ ～～～ ～～～

（三井住友銀行単体ベース）

個人預り資産残高個人預り資産残高

2.5 2.8 3.0

1.4

1.7
2.0

0

1

2

3

4

5

6

04/3 04/9 05/3 05/9 06/3 06/9

個人年金保険累計額

投資信託預り残高

（兆円）

＜ご参考＞資産運用ビジネスと住宅ローンの成果＜ご参考＞資産運用ビジネスと住宅ローンの成果

（兆円）
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0

500

1,000

1,500

2,000

FY04 05 06

ビジネスセレクトローン取組額

ｳﾁ　上期

期末残高

審査 管理 回収

スコアリング
モデル

ポートフォリオで
リスク／リターンを

月次管理

商品

リスク
セグメント別に

柔軟に金利設定

無担保
・第三者保証不要

・スピード回答

適正利鞘確保を前提とした、無担保・第三者保証

不要で、スピーディーに審査するポートフォリオ型

貸出を積極的に推進

ポートフォリオの入替えを進めながら、信用コスト後

の利益を確保する安定成長フェーズへ

（10億円）

地公体による
一部補償

データ蓄積による

判別力向上・商品多様化

（三井住友銀行単体ベース）

A4A4--1 1 （事例②）：（事例②）： 中小企業向け無担保貸出中小企業向け無担保貸出 （ビジネスセレクトローン）（ビジネスセレクトローン）

2002年3月～

（出典）東京商工リサーチ

国内企業の資本金別倒産件数
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資本金1,000万円未満・個人企業等

資本金1,000-5,000万円

（件）
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競争力ある金融ソリューションをグローバルに提供

成長ポテンシャルの高い特定業務分野にフォーカスし、効率的な拠点網・運営体制を構築

競争優位性を持つ主なプロダクツ

（リーグテーブル）*1
競争優位性を持つ主なプロダクツ競争優位性を持つ主なプロダクツ

（リーグテーブル）（リーグテーブル）**11 最近の施策最近の施策最近の施策

*1  ﾗﾝｷﾝｸﾞのうち、集計されていないもの、及び、順位が11位以下であったものについては「－」と表示。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾏﾝﾃﾞｰﾃｯﾄﾞ･ﾘｰﾄﾞ･ｱﾚﾝｼﾞｬｰ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ）以外の

ﾘｰｸﾞﾃｰﾌﾞﾙでは、邦銀第1位にﾗﾝｸ

*2  Project Finance International誌で、「Global Advisor of the Year」受賞

（出典）Project Finance International, Dealogic, Basis Point, Thomson IFR等

A4A4--1 1 （事例③）：（事例③）： 海外ビジネスにおける特定分野海外ビジネスにおける特定分野

（ストラクチャード・ファイナンス、シンジケート・ローン等）（ストラクチャード・ファイナンス、シンジケート・ローン等）

米国・ヒューストンに、資源・エネルギー分野に
特化した産業特化型拠点を開設 （2006年6月）

イタリアに、プロジェクトファイナンス等に特化した
欧州三井住友銀行ミラノ支店を開設（2006年10月）

発展著しいドバイにおいて、支店開設認可を取得。
プロジェクト・ファイナンスや トレード・ファイナンスに
フォーカス（2007年3月開業予定）

東京に船舶ファイナンス室を設置 (2006年11月)

2004 2005 2006

■ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾌｧｲﾅﾝｽ(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ) 第1位**

　  - ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ業務 (171億㌦)

第6位 第10位
(35億㌦) (27億㌦)

■ｼﾝｼﾞｹｰﾄ･ﾛｰﾝ 第5位 第6位 第2位

　（日本を除くｱｼﾞｱ） (31億㌦) (34億㌦) (84億㌦)

■欧州PFI（2004） 第5位 第1位

   英国PFI（2005） (417百万ﾕｰﾛ) (672百万ﾎﾟﾝﾄﾞ)

■ｼｯﾌﾟ･ﾌｧｲﾅﾝｽ 第8位 第9位

　（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ） (9億㌦) (32億㌦)

■ﾄﾚｰﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｽ

■ｶｽﾄﾃﾞｨ･ｻｰﾋﾞｽ

　  - ﾏﾝﾃﾞｰﾃｯﾄﾞ･ﾘｰﾄﾞ・ｱﾚﾝｼﾞｬｰ

－ －

金融専門誌にて高い評価を獲得

－

－

－

*2
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投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス

住友商事
グループ

「おサイフケータイ」に「おサイフケータイ」に
よる決済サービスよる決済サービス

プライベート・エクイティプライベート・エクイティ

リースリース

投資顧問型投資顧問型
SMASMAサービスサービス

リテール証券リテール証券

投資信託投資信託

保険商品保険商品

コンシューマー・コンシューマー・
ファイナンスファイナンス

インターネット・インターネット・
バンキングバンキング

クレジットクレジット

カードカード

「オープン・
アーキテクチャー」

A4A4--2:  2:  専門性、拠点網、顧客基盤の融合に向けて、戦略分野において専門性、拠点網、顧客基盤の融合に向けて、戦略分野において

リーディング・カンパニーとのアライアンスを推進。リーディング・カンパニーとのアライアンスを推進。
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顧客の生活ツールである携帯電話にプロダクトを集約

キャッシュカード クレジットカード

ＪＲ東日本ＪＲ東日本

Ｓｕｉｃａ

ケータイキャッシュカードケータイキャッシュカード 三井住友カードｉＤ三井住友カードｉＤ

モバイルＳｕｉｃａモバイルＳｕｉｃａ

ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ

三井住友カード三井住友銀行

常備性

ポストペイ

安全性

利用場所

ケータイ
クレジット
の強み

iD設置台数:105千台
iD契約者数:12万人

（07年1月末現在）

契約者

（約52百万契約）
Suica発行枚数
（約18百万枚）

公共交通機関
利用顧客

金融機関 利用顧客

交通 通信キャリア

会員（約15百万人）

SMFG

顧客（26百万人）

口座（約147万人）

流通 ネットポータル

利用者
（約34百万人）

ネット利用顧客

携帯電話
利用顧客

スーパー等利用顧客

A4A4--22 （事例①）：（事例①）： 決済ファイナンス決済ファイナンス

～様々な提携を通じて、顧客基盤の拡大、顧客利便性の向上を推進。～様々な提携を通じて、顧客基盤の拡大、顧客利便性の向上を推進。

2005年12月～

2006年10月～2006年3月～

2005年10月～
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提携後の業界地位

リ
ー
ス
・延
払
資
産
残
高*

1

オ
ー
ト
管
理
車
両
台
数*

3

0.81.0住商リース5
0.91.4ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾘｰｽ4
1.51.6三井住友銀ﾘｰｽ3
1.81.8日立キャピタル2

2.32.6ﾘｰｽ事業新会社＋

ｵｰﾄﾘｰｽ事業新会社

2.05.9オリックス*21

ｳﾁ ﾘｰｽ延払
資産等

営業資産会社名

171日本ｶｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ5

180三菱ｵｰﾄ＋ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ4

234三井住友銀ｵｰﾄ3

236住商ｵｰﾄ2

470ｵｰﾄﾘｰｽ事業新会社

529オリックス自動車1

車両管理台数（千台）会社名

*1  2006年3月期単体ﾍﾞｰｽ、各社の有価証券報告書等による
*2  2006年3月期連結ﾍﾞｰｽ
*3  2006年3月期ﾍﾞｰｽ、矢野経済研究所による

（兆円）

100%

住商ｵｰﾄ
三井住友
銀ｵｰﾄﾘｰｽ

100%100%

住友商事

現 状

新オートリース会社新オートリース会社

連結子会社 60％持分法適用会社 40％

住友商事SMFG

合 併
住商ｵｰﾄ銀ｵｰﾄ

オートリース会社の合併

SMFG

住商ﾘｰｽ
三井住友
銀ﾘｰｽ

100%

住友商事SMFG

新リース会社新リース会社

連結子会社 55％ 持分法適用会社 45％

住友商事SMFG

合 併
住商ﾘｰｽ銀ﾘｰｽ

リース会社の合併現 状

100%

2007.10.1までに

2007.10.1
までに

A4A4--22 （事例②）：（事例②）： リースリース/ / オートリース事業オートリース事業

～住友商事グループとの提携により、顧客基盤、ノウハウを結集・融合。～住友商事グループとの提携により、顧客基盤、ノウハウを結集・融合。

提携の概要 2007年10月予定
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Q Q ５５ :: コンシューマー・ファイナンスにおける今後の方針はコンシューマー・ファイナンスにおける今後の方針は？？
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A5A5：： 提携ローン残高は着実に増加。コンシューマー・ファイナンス業界に提携ローン残高は着実に増加。コンシューマー・ファイナンス業界に

おける制度改革の主旨を踏まえて、ビジネスモデルを一部見直し。おける制度改革の主旨を踏まえて、ビジネスモデルを一部見直し。

無担保カードローン残高 （SMBC単体ベース）

07年2月より、貸出主体を、三井住友銀行ならびに

アットローンの2社に変更。

ローン契約機の地方都市への拡大設置等を通じて、

引き続き提携事業を推進。

提携業務の進捗状況

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

2005/6 9 12 2006/3 6 9
5

10

15

20

25

30ﾌﾟﾛﾐｽ残高

ｱｯﾄﾛｰﾝ残高

SMBC残高

月間成約件数（右軸）

（10億円） （千件）

270
330 360

105
60

2005/3 2006/3 2006/9

無担保ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ ｳﾁ ﾌﾟﾛﾐｽ提携分 (10億円、末残）

*1  出資比率は2006年9月末現在
*2  2007年2月現在

プロミス

アットローン
(共同出資)

50%
出資*1

SMBC

2005年4月～

貸出金利帯

貸出主体

8% 12%～ 18%15% ～

保証

与信管理

チャネル

22%出資*1 50%出資*1

ローン契約機 621台*2

インターネット、電話等
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公的資金完済も踏まえ、普通株式一株

当たり配当予想を7,000円／株に上方修正

（06年度連結配当性向予想： 9％台）

今後、更なる株主還元の拡充を検討

戦略ビジネスでのチャネル・人材等の

経営資源の投入

成長分野での積極的なアライアンス戦略、他

高い収益性の実現高い収益性の実現成長投資の十分な確保成長投資の十分な確保

株主還元 ・ 利用者利便性の向上株主還元 ・ 利用者利便性の向上

株主価値の

持続的な向上

資本の質・量両面での拡充資本の質・量両面での拡充

終わりに終わりに

今後、剰余金積み上げを通じて質・量を拡充

06年度第3四半期連結ベース実績

TierⅠ比率： 5.68％

繰延税金資産の対ＴｉｅｒⅠ比率： 21.9％

当期純利益（06年度連結ベース予想）：

5,700億円

ＲＯＥ（第3四半期連結ベース実績）：13.2%
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参考資料参考資料
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（千人）

出典： 総務省統計局*
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40%

50%

60%

70%

80%

人口（左軸） 持家比率（右軸） 有価証券（株式、債券、投資信託等）/ 平均貯蓄額（右軸）

「団塊ジュニア世代」
「団塊世代」

（年齢）

~

24

75~25~
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30~
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35~
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40~

44

45~

49

50~

54

55~

59

60~

64

65~

69

70~

74

住宅ローンニーズ

運用商品ニーズ

* 総務省統計局住宅・土地統計調査（2003年10月)
総務省統計局全国消費実態調査（2004年度）

参考資料参考資料（（11）） 年齢別人口構成、持家比率、家計金融資産年齢別人口構成、持家比率、家計金融資産
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株価推移（指数）*株価推移（指数）* 為替レート推移（指数）*為替レート推移（指数）*
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100

110
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130

140

2003/3 2003/9 2004/3 2004/9 2005/3 2005/9 2006/3 2006/9

AUD / JPY

EUR / JPY

USD / JPY

80

100

120

140

160

180

200

220

240

2003/3 2003/9 2004/3 2004/9 2005/3 2005/9 2006/3 2006/9

ダウ

S&P500

TOPIX

日経225

5035031,3611,361882882847847

SMBCSMBCにおけるにおける

投資信託販売投資信託販売
（（1010億円）億円）

20062006年度上期年度上期20052005年度年度20042004年度年度20032003年度年度

5035031,3611,361882882847847

SMBCSMBCにおけるにおける

投資信託販売投資信託販売
（（1010億円）億円）

20062006年度上期年度上期20052005年度年度20042004年度年度20032003年度年度

参考資料（参考資料（22）） 株価・為替レートの動向株価・為替レートの動向

*  2003/3=100として指数化
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（出典）（社）日本クレジット産業協会「日本の消費者信用統計（2006年版）」

*  銀行、信用金庫、信用組合、生命/損害保険会社等

参考資料（参考資料（33）） 消費者ローン残高消費者ローン残高
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民間
金融機関*

消費者
金融会社

（年）
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余剰資金の効果的活用への
株主の関心の高まり

事業拡大
株主還元の増加／

事業撤退

M&A

株式公開

買収防衛

株式非公開化

日本企業の資金需要とキャッシュフロー

（出典）財務省法人企業統計年報

法人向けソリューションビジネスの
重要性および収益機会が増大

-40

-20

0

20

40

60

80

100

80 85 90 95 00 05

(1) キャッシュフロー
(2)資金需要

余剰資金

 (1)-(2)

  （兆円）

（年度）

参考資料（参考資料（44）） 企業セクターの資金余剰企業セクターの資金余剰
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日本企業の海外現地法人売上高の増加

（出典） 経済産業省海外現地法人四半期調査

日本

ASEAN

韓国

(数値は輸出入額の合計、単位：10億ドル）

アメリカASEAN
+3 (*2)

EU

264.0 140.4

367.0
594.0

507.9
692.6

(+61%) (+36%)

+125%

+140%

+62%
中国 (*1)

117.3 86.4

66.3

27.5

0

50

100

150

200

250

欧州 アジア 北米

2002年

2005年

（10億円）

ASEAN＋3域内の貿易額増加率
1998年～2004年: +115％

*1  中国： 中華人民共和国・香港・台湾
*2  「ASEAN+3」： ASEAN(東南アジア諸国連合）諸国＋中国、韓国、日本

参考資料（参考資料（55）） グローバル化の進展グローバル化の進展
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アジアを代表する国際金融センターに位置
中国、香港、台湾の非日系企業取引の中核を担う

中国を除くアジア地域の中核店舗
シンジケーション、証券化業務の専門部隊が
広範なアジアマーケットをカバー

1952年開設と、歴史のある支店

厚い顧客基盤を持ち、タイにおける外国銀行の
ローン取引ではNo.1の地位

最も経済発展が著しく、日系企業の進出が相次ぐ
華東地域に位置

中国大陸支店網の母店機能を担う

支店（出張所）
駐在員事務所
現地法人

上海支店

香港支店

シンガポール
支店

バンコック
支店

瀋陽

大連

ソウル

北京

天津

蘇州

杭州

台北
重慶

広州

ハノイ

ヤンゴン

マニラ

ラブアンクアラルンプール

インドネシア三井住友銀行

インドSCB
ｼﾞｬﾊﾟﾝﾃﾞｽｸ

06年6月開業

ホーチミン

参考資料（参考資料（66）） アジアにおける拠点網（三井住友銀行）アジアにおける拠点網（三井住友銀行）
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は将来の
業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものです。将来の業績は、
経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想対比変化する可能性があることに
ご留意ください。


